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研究成果の概要（和文）：本研究は、沖縄県の肥満率の低下のために経済・行動経済学的な知見を利用し、プロ
モーションの最適な方法を提案することを目的としている。研究は３つで構成されている。[1]肥満行動やプロ
モーションの理論的な数理モデルの構築など「理論」。[2]それらのデータを用いた「実証」。[3]肥満率低下に
関する施策を検討する「応用」である。成果は、Ⅰ．肥満に関連する二重過程や自制という意思決定の側面をモ
デル化や検証したこと、Ⅱ.プロモーションにおいて「平等性」を導入し、社会厚生関数を用いてモデル化した
こと、他分野へ応用したことである。Ⅲ．認知バイアスの解明のため事例ベース意思決定などを導入したことが
挙げられる。

研究成果の概要（英文）：This study uses economic and behavioral economic approaches to clarify the 
obesity problem in Okinawa Prefecture and to propose the optimal method for encouraging a reduction 
in the obesity rate. This study comprises three stages: [1] "Theoretical analysis," in which we 
construct and analyze a mathematical model of obesity behavior and promotion; [2] "Empirical 
analysis," in which we verify the model using data; [3] "Application," in which we consider a policy
 for reducing the obesity rate and for publicizing the results. Three research results were obtained
 during the research period. 1. We identified social factors related to obesity in Okinawa and 
constructed the mathematical model of dual process, and verified the model based on data. 2. We 
introduced and formalized "equality" in health promotion using a social welfare function and applied
 this method to other fields. 3. We introduced case-based decision making　to model cognitive bias, 
and proposed an optimal method for promotion.

研究分野：商学、統計、人工知能

キーワード： 肥満　二重過程　ヘルス・プロモーション　社会厚生関数　ベイズ最適化　機械学習　認知バイアス

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
成果の意義は３つある。1.理論面では、ソーシャル・マーケティングの方法論では提示されてない社会厚生を考
慮したプロモーションの最適化の議論を行い、理論や具体的な解を求める方法を提示したことである。それによ
り明示的な議論が可能になった。2.同様に理論や実証両面で、二重過程や自制、事例ベース意思決定などの認知
バイアスをモデル化し、実証したことが挙げられる。過去の研究と異なりプロモーションなど応用で利用するた
めにデータを用いた推定法や可視化の技術の技術を提示したことが貢献である。3.肥満の研究という面では、沖
縄県での肥満の要因として、他者の影響や自制などの行動経済学的な要因を特定したことが貢献である。
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表．沖縄県および全国、東京における

2006～10年の男性(20～69歳)肥満率の比較

全国 東京 沖縄

31.1 30.5 45.2

（H22年国民健康・栄養調査）

１．研究開始当初の背景 

世界的に肥満が問題となっている。日本においても OECD内では低いものの、男性の肥満者

の割合（BMI(Body Mass Index)が 25以上）も 1980年以降やや増加している（厚生労働省「国

民健康・栄養調査」2012年）。このなかで特に沖縄県では、肥満率が全国でもっとも高い水準

となっている。肥満は、心血管疾患や糖尿病やガンなどの重要な疾患と関連が高い。そのため

沖縄県では 20～69 歳の生活習慣病関連の比率も全

国より高い水準にあり、平成 25 年に厚生労働省か

ら公表された都道府県別生命表では平均寿命の順位

は男性は 22位から 30位、女性は 1位から 3位低下

するなど大きな社会問題となっている(沖縄県「健康

おきなわ２１（第２次）」2014年)。そこで肥満の原因を明らかにし、さらにそれをふまえて情

報のプロモーションなどを行い対策していくことが必要である。 

 

２．研究の目的 

まず、この地域における肥満の原因を解明する必要がある。肥満の原因には遺伝や社会、文

化など様々なものがある。近年では経済学・行動経済学などの観点からも要因が明らかにされ

てきている（Ruhm, C. J. 2012）。これまでの沖縄県の肥満の研究では、アメリカの影響による

食文化や運動不足などが要因ではないかと指摘されている（カワチ 他 2013）。しかし、申請者

が過去行った調査でリスクの認知や未来に対する態度である時間割引関連の変数と、幸福度と

の関連は研究されているものの、肥満との関連は明らかではない（金城 他 2015）。また沖縄で

は親戚づきあいが多くソーシャル・キャピタルが重要とされている。この様な他者の行動・外

部性の影響(Kinjo, K.etl.2015)も十分には明らかにされていない。加えて自制（Ruhm, C.J. 

2012）などの新たに心理学や行動経済学で着目される要素の影響が明らかではない。これらは

相互に関連し人々の内的なメカニズムを解明し、肥満低下の施策を策定する上で重要な変数で

ある。そこで以上をふまえ変数を導入した肥満に関する新しい行動モデルを開発し、調査を行

い推定し、原因を解明する。 

次に、上記の知見をふまえたうえで肥満率を低下させる施策を行う必要がある。具体的な方

法の一つとして、健康や肥満に対する知見を広めて行動を変容させるというものがある。これ

らは疫学やヘルス・プロモーションと呼ばれる分野で盛んに研究されている。より実践的な方

法としてマーケティングの方法論を応用したソーシャル・マーケティングという分野もあり、

アメリカをはじめ多くの国で実践されてきた（Grier, S. 2005）。しかし、この領域で実データ

に基づきどのような人々（セグメント）に対し、どのような内容のプロモーションをどのメデ

ィアで、どの程度行えばいいかを分析する数理モデルや理論は少ない。そこで、行動の統計的

モデリングをふまえて、一定の予算内で地域全体におけるメディア・ミックスなどのプロモー

ションを最適化する方法を開発し、この問題に適用する。具体的には、個々人の特徴を推定す

る階層モデルを用いて非営利組織における最適化や社会厚生に関する議論をもとに開発を行う。 

最終的に、以上の研究にもとづいた提言を行う。こうした技術は肥満に関する文化的な背景

をもつ外部性効果を含めた新しい汎用的な行動モデルを提示し、さらにプロモーションの最適

化の手法の提案を通じて、沖縄のみならず、日本や海外でも人々の健康に貢献することが期待

される。 
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３．研究の方法 

本研究は３つで構成されている。１つ目は理論的な研究であり、２つ目は、肥満の要因に関

する実証である。３つ目は、具体的にソーシャル・マーケティングを提案する応用研究である。 

[1]（理論）新しい行動モデルの構築およびプロモーションの最適化方法の検証 

[1.1] 行動経済学をふまえた行動モデルの開発とその推定方法の開発 

 肥満に関連するものとして、食に関する行動と運動に関する行動がある。人々のこれらの行

動や BMI など行動の結果を被説明変数としてモデル化する。またその際に、行動に影響を与

える背景の変数として、経済・社会的な要因（収入・学歴など）も考慮する。加えて、リスク

選好や時間割引率、さらに近年モデル化が進んでいる「自制」といった医療経済・行動経済学

で用いられる変数の導入も行う。また、沖縄県ではソーシャル・キャピタルなどの「他者」の

影響が特に強い可能性がある（カワチ 2013）。そのため外部性を組み込んだ数理モデルおよび

推定法を構築する。さらに「過去」の意思決定の影響からも人々は影響を受けることがある。

その一つのモデルとして事例ベース意思決定という方法があり、こうした単純な合理的な意思

決定ではない認知的なバイアスをモデルに組み込む必要がある。 

[1.2] 健康におけるプロモーションの最適化方法の開発 

[1.1]では、肥満関連の行動のモデル化が行われているが、これを利用して地域・社会全体と

して改善させるためには、どのような啓蒙活動やプロモーションを行えばいいのか。ソーシャ

ル・マーケティングの観点からは、人々をパターンで分類し個別にアプローチしていくことの

重要性が指摘されている。しかし、分類のために利用する変数の選定や全体で何が最適なのか

という議論が少なく、最適化を行う実践的・数理的な理論が明らかではない。そこで非営利組

織（具体的に都道府県の保健医療部や非営利法人）の目的関数や社会厚生に関する議論を参考

し、数理的なモデルを構築し分析を行う。 

[2] (実証) 沖縄県における肥満行動についての質問紙調査 

次に、沖縄県で肥満に関する調査データの利用を行い、肥満の原因について明らかにする。

その際に、[1.1]の理論で検討した行動モデルの推定を通じて、細かなメカニズムを明らかにす

る。具体的には、BMIなど肥満や健康に関することのほか、さきほども述べた経済・社会的な

要因、そして経済学的な変数のほか、プロモーションと関連のある情報や情報源などについて

の調査を行う。そのうえで、統計的に検証し、どのような要因が重要なのかを明らかにする。 

[3] (応用)ヘルス・プロモーションにおけるメディアの最適化および肥満率低下の施策検討 

続いて 2 で調査したデータとその推定結果を利用し、1.2 で検討したプロモーションの最

適化方法を用いて、肥満度を低下させるためにどのような施策をすればいいのかを明らかにす

る。特に、どの人々に対してどの情報をどう提供すればいいかを提示する。 
 
 
４．研究成果 

研究期間全体の成果は、大きく以下の３点でまとめられる。 

Ⅰ．[1.1]および[2]の成果として、肥満に関連要因を特定し、さらに二重過程という自制を含

めた二つの意思決定方法をモデル化し、さらにそれをデータに基づいて検証したこと 

Ⅱ．[1.2]、[2]、[3]の成果として、ヘルス・プロモーションにおける最適化における平等性（社

会厚生関数）の導入とその他分野への応用したこと 

Ⅲ．[1.1]および[2]の成果として,人々の特殊な意思決定である認知バイアス（事例ベース意

思決定や他者の意思決定の影響など）下でのプロモーションの最適化を提案したこと 



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
具体的には、Ⅰについては、Ⅰ－Ⅰ．実証研究として、沖縄県においてどのような変数が肥

満に関連するのかについての調査及びデータの分析を行った。その際、行動経済学や意思決定

プロセスとして重要な二重過程（デュアル・プロセス）、さらにそれに関連する自制（セルフ・

コントロール）などが肥満にとって重要であることが明らかとなった。その点について統計的

に検証を行っている（論文①）。Ⅰ－Ⅱ．二重過程のモデル化とその調査・推定を行い、最適な

介入方法を明らかにした。人の肥満行動には、目標の体重を設定しそれを実現する合理的な行

動、一方で感情的に食べるという行動もある。これらを調整するセルフ・コントロールもある。

本研究では合理的行動とセルフ・コントロールが何に影響を受けているかの調査・分析を行っ

た結果、性別ごとにこれらに影響を与えるものが異なる（知識など）ことを明らかにした（発

表①）。またこの研究で合理的な情報の提示の有効性が明らかになったが、因果関係が不明であ

った。そこで最終年度に全国および沖縄国際大学でその検証のためのランダム化比較実験を行

った。Ⅰ－Ⅲ．上記に加えて、健康に関する重要な要因であるセルフ・コントロールの問題を

明らかにするために、教育や社会的な要因を明らかにするための調査も行った。このデータに

ついて分析をした結果、日常の行動についての将来の収益率などの「合理的な情報」を伝える

ことがその分野に対して投資する重要な要因であることが明らかとなった。肥満においてもそ

れによる損失などの情報を伝えることで行動変容に関連する可能性を示唆している（書籍①）。 

Ⅱについては、Ⅱ－Ⅰ．ヘルス・プロモーションの際に問題となる「平等性」などを考慮に

いれるために、より広範囲の価値観に対応するために目的変数として経済学で利用されている

一般的な社会厚生関数（CON関数や CES関数など）を導入することを提案した。これについ

ては学会の研究会で発表し、さらに論文としてまとめて投稿中である（発表③、⑥）。Ⅱ－Ⅱプ

ロモーションを最適化する際に、人々の行動を行動経済学的な数理モデルではなく、従来の機

械学習やディープラーニングなどを用いた方法で近似したうえで、どのような方法が最適かを

導出することも考えられる。その目的のためにベイズ最適化を用いた方法を提案し、近似の際

の問題点を明らかにした。それについて学会で発表を行っている（発表②、④）。Ⅱ－Ⅲ．さら

に１の理論化の際に、派生的に同様の枠組みが自動運転におけるパラドックスなどの社会問題

にも適用できることが明らかとなったことを受けて、その数理研究を行った（発表⑤、⑦）。 

Ⅲについては、肥満行動から派生し、行動経済学で扱われるいくつかの意思決定上のバイア

ス（「他者」や「過去」からの意思決定への影響など）をそれぞれ数理モデル化して個別事例の

検証を通じて新たな施策の示唆を得ている。Ⅲ－Ⅰ．まず情報が多すぎるがゆえに意思決定の

際に混乱をきたすという現象をモデル化し検証した（論文③）。その結果、人々は選択肢が増え

るにつれてそれぞれの差異を明確に認識できなることを示した。これらは食事の選択の際に情

報が多くある場合に問題となろう。Ⅲ－Ⅱ．さらに、過去の意志決定の現在の意思決定への影

響（事例ベース意志決定）についても検証を行った（論文②、⑤）。結果として、どの属性に着

目して過去の経験から影響を受けるのかが明らかになった。この結果は、食事や運動の選択の

際にどのような経験を初めに体験させるかということに示唆的であり、政策の提案にも利用で

きる。また他者からの影響の効果（外部性）についても新たな実証研究を行った（論文④）。そ

の結果、他者の影響がある場合に、過去の影響に対する忘却がどの程度あるかによって大きく

結果が異なることを示した。この成果は他者を巻き込んだプロモーションなどをする際に他者

の行動を伝達することなど、どの点に注目すれば行動を促すかに有用な知見となる。 
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